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平成２９年度 特別養護老人ホーム及び認知症対応型共同生活介護の 

入所受入れ等に係る調査結果（概要） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査結果の概要】 

特別養護老人ホーム 

１ 待機者数  （２ページ） 

     待機者数は約１，３４０人減少。 

（平成２８年度：２，２２０人、平成２５年度：３，５５１人） 

２ 入所者の待機期間  （３ページ） 

     平成２８年度の新規入所者全体の約５０％が半年未満、全体の約８０％が１年未満で

入所。 

（平成２５年度は半年未満が全体の４２％、１年未満は全体の約７０％） 

３ 空床が出た場合の待機者への入所意向確認人数  （６ページ） 

待機者リスト順に入所意向確認をしているが、実際に入所者が決定するまでに平均５

人に案内をしている。依然、平均で５人程度の声掛けが必要。 

（平成２８年度：４．５人、平成２５年度：５．６人） 

４ 入所辞退理由  （６～７ページ） 

    「医療機関に入院中」、「居宅サービス等を利用して自宅での生活を続けたい」という

割合が４．５ポイント増加。特に在宅生活を続けたいという割合が増えた。 

（平成２８年度：４３．７％、平成２５年度：３９．２％、） 

５ 看取り介護  （９ページ） 

    施設で亡くなるまで看取る介護を実施している施設が６．７ポイント増加。 

（平成２８年度：５５．１％、平成２５年度：４８．４％） 

 

【調査の概要】 

目   的   市内の特別養護老人ホーム及び認知症対応型共同生活介護（グループホー

ム）入所者の状況や入所受入れ状況を把握することで、第７期介護保険事

業計画策定の参考資料とするもの。 

調査対象   平成２９年３月３１日現在、稼働中の市内特別養護老人ホーム（７８施設）

と市内グループホーム（１４３事業所）   

調査方法  郵送調査 

実施期間  平成２９年４月１４日～７月２１日 

回収状況  １００％ 

 



認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

１ 入居申込数  （10ページ） 

    入居申込数は１６９人減少。 

（平成２８年度：３２３人、平成２５年度：４９２人） 

２ 入居前の状況  （11ページ） 

     自宅が最も多く、次いで医療機関となり、上位２つで全体の約７０％を占める。 

（今回調査より、自宅以外の状況についても調査） 

３ 年間の新規入居者数及び退去者数  （10、12ページ） 

新規入居者が退去者を上回っているが、その差は１００人ほど減少。 

平成２８年度：新規入居者数５６９人、退去者数５２６人、差 ４３人 

    平成２５年度：新規入居者数５７１人、退去者数４２２人、差１４９人 

４ 看取り介護  （14ページ） 

     事業所で亡くなるまで看取る介護を実施している事業所が１１．９ポイント増加。 

（平成２８年度：６１．５％、平成２５年度：４９．６％） 

 

調査結果の要点 

  特別養護老人ホーム 

● 特別養護老人ホームの待機者数は大きく減少。 

● 一方で「居宅サービス等を利用して在宅生活を続けたい」などの高齢者個人のニー

ズに合った生活環境の整備が進んでいる。 

● このことから、入所が必要な高齢者が入所しやすい状況になっているのではないか

と考えている。 

 

グループホーム 

● 入居申込者は減少しているが、依然として入居率が９割を超える等、高い入居水準

を維持。 

● 事業所で亡くなるまで看取る介護を実施している事業所が増え、死亡退去の割合が

増加。 

● グループホームは、入居が必要な高齢者がすぐに入居できる状況にあり、住み慣れ

た地域で入居から終末期まで継続的な支援ができる体制の整備が進んでいる。 
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平成２９年度 特別養護老人ホーム及び認知症対応型共同生活介護の 

入所受入れ等に係る調査結果 

 

 

 

 

 

１ 目   的 

  市内の特別養護老人ホーム及び認知症対応型共同生活介護（グループホーム）入所者の 

状況や入所受入れ状況を把握することで、第７期介護保険事業計画策定の参考資料とする 

もの。 

 

２ 調査対象 

  平成２９年３月３１日現在、稼働中の市内特別養護老人ホーム（７８施設）と認知症対 

応型共同生活介護（グループホーム） 

 

３ 調査方法 

  郵送調査 

 

４ 調査実施期間 

  平成２９年４月１４日～７月２１日 

 

５ 回収状況 

特別養護老人ホーム、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）ともに１００％ 

 

６ 集計上の注意 

  図表においては、有効回答（施設）数を「N」で表記した。グラフの数字は、原則とし

て回答数を１００とした場合の構成比（％）で表示している。なお、構成比（％）は、小

数点第１位あるいは第２位以下を四捨五入したものであり、結果として１００％にならな

い場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 調査の概要 

平成２９年８月１０日 

保健福祉局介護保険課 
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 特別養護老人ホームに係る調査結果 

 

 

 

 

 

１ 施設定員数 

調査基準日（平成 29 年 3 月 31 日）現在 

施設数 
施設形態別 

定員数 
居室種類の割合 

広域型 地域密着型 多床室 従来型個室 ユニット型個室 

７８施設 ５８施設 ２０施設  ５，１６１人 
２，４９４人 

（４８．３％） 

１７３人 

（３．４％） 

２，４９４人 

（４８．３％） 

 

２ 入所者数 

調査基準日（平成 29 年 3 月 31 日）現在 

入所者数 
居室種類の割合 

多床室 従来型個室 ユニット型個室 

 ４，９５７人 
２，３３５人 

（４７．１％） 

１６５人 

（３．３％） 

２，４５７人 

（４９．６％） 

 

３ 待機者数 

   調査基準日（平成 29 年 3 月 31 日）現在 

第一希望申し込み 第二希望申し込み 第三希望申し込み 

２，２２０人 ８１１人 ４５３人 

 

 

 

 

１ 年間の新規入所者数 

  年間の新規入所者数は、平成２７年度が１，５５５人、平成２８年度が１，３８６人となって

いる。 

なお、新規開設に伴う定員増の影響を考慮した施設定員数に対する割合は、平成２７年度が約

２３％、平成２８年度が約２６％となっている。 

 

【図表１】年間の新規入所者数 

   

 

 

 

 

 

 新規入所者数 回答施設定員数 比率 

平成２７年度 １，５５５人 ５，０９４人 ３０．５％ 

平成２８年度 １，３８６人 ５，１６１人 ２６．８％ 

■ 調査対象施設の概況 

■ 入所者･退所者について 

N=59(H24)   N=64(H25) 
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《参考》施設の新規開設に伴う入所を除いた入所者数 

 

 

 

 

 

 

２ 新規入所者の待機期間 

新規入所者の待機期間は、「半年未満」が平成２７年度は約３９％、平成２８年度は約５０％、

次いで「半年から１年未満」が平成２７年度は約３２％、平成２８年度は約２７％となっており、

全体の約７割以上が１年未満、約９割が３年未満に入所している。 

【図表２】新規入所者の待機期間 

 

 

３ 新規入所者の入所前の待機場所 

  新規入所者の入所前の待機場所は、「自宅」が約２８％、「医療機関」が約２７％であり、次い

で「介護老人保健施設」約２３％、「有料老人ホーム等」約５％となっている。 

【図表３】新規入所者の待機場所 

 

 新規入所者数 回答施設定員数 比率 

平成２７年度 １，０８４人 ４，６６３人 ２３．２％ 

平成２８年度 １，３１９人 ５，０９４人 ２５．８％ 

〔平成 27 年度〕（N=76） 〔平成 28 年度〕（N=78） 

〔平成 27 年度〕（N=76） 〔平成 28 年度〕（N=78） 
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４ 年間の退所者数 

  年間の退所者数は、平成２７年度が１，２３８人、平成２８年度が１，３３６人であり、施設

定員数に対する割合は、それぞれ約２４％、約２６％となっている。 

（前回調査：平成２４年度…約２４％、平成２５年度…約２５％） 

 

【図表４】年間の退所者数 

 

 

 

 

 

 

 

５ 退所者の入所期間 

  退所者の入所期間は、各年度とも、全体の約８０％が５年未満となっている。また、平均入所

期間は、平成２７年度が「３年３か月」、平成２８年度が「３年２か月」となっている。 

 

【図表５】過去の退所者の入所期間 

 

  

 

 

【図表６】過去の退所者の平均入所期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 退所者数 回答施設定員数 比率 

平成２７年度 １，２３８人 ５，０９４人 ２４．３％ 

平成２８年度 １，３３６人 ５，１６１人 ２５．９％ 

平成２７年度 ３年３か月 

平成２８年度 ３年２か月 

〔平成 27 年度〕N=76  〔平成 28 年度〕N=78 

 

〔平成 27 年度〕N=75  〔平成 28 年度〕N=78 

〔平成 27 年度〕N=76 〔平成 28 年度〕N=78 
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６ 退所者の退所後の行き先 

  退所後の行き先については、平成２７年度、平成２８年度いずれも「死亡」が約４７％、「医療

機関｣が約４２％となっており、各年度とも「死亡」と「医療機関」の合計が約９割を占めている。 

 

【図表７】平成２７年度退所者の退所後の行き先 

  

 

 

 【図表８】平成２８年度退所者の退所後の行き先 

  

 

 

N=76 

N=78 
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７ 空床が出た場合の待機者への入所意向確認について 

  １床の空床が出た場合、次の入所者が決定するまでに平均何人の待機者に入所案内を行ったか

については、「１～３人」が約４７％、「４～６人」が約３３％、「７～９人」が約１０％、「１０

～１２人」が約８％で、全体の平均は４．５人となっている。 

 （前回調査：平均５．６人） 

  また、最大何人に入所案内を行ったかについては、「７～９人」が約２８％と最も多く、「４～

６人」が約２２％、「１０～１２人」が約２１％、「１～３人」が約１８％、「１３人以上」が約 

１２％となっている。 

 

【図表９】空床が出た場合の待機者への入所意向確認について 

 

  

 

 

 

 

８ 入所辞退理由 

  待機者に対して入所の案内を行ったが入所を辞退したケースの辞退理由は、「現在、病院に入院

中である（引き続き治療が必要で、退院できる状況ではない）」が約２３％、「現在、介護老人保

健施設に入所中である」が約１０％となっており、病院または施設に入院・入所中であることを

理由とする辞退が約３３％を占めている。 

また、「居宅サービス等を利用して在宅生活を希望する」が約２０％、「将来に備えて申し込ん

でいる」が約１６％となっており、このほか、「本人が死亡した」が約１０％、「第一希望の施設

が空くまで待ちたい」が約６％、「グループホーム等への入所が決まり、入所している」が４％程

度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

     平均人数                    最大人数  N=78 N=78 
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【図表１０】入所辞退の理由 

  

 

 

 

 

 

〔平成 27 年度〕N=75 

〔平成 28 年度〕N=78 
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１ 介護･看護職員の配置状況 

  介護・看護職員の配置状況については、各施設の常勤職員の勤務時間数に換算したところ、 

 介護職員が約２，２６６人、看護職員が約４０４人となっている。 

 

【図表１１】介護･看護職員の配置数 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医療的管理が必要な方の受け入れ人数 

  胃ろう４６５人、喀痰吸引２６４人等、その他を含め「受入れ可能な人数」は合計で８７６人

であり、基準日（平成 29 年 3 月 31 日）時点で「実際に受入れている人数」は６７９人であった。 

 

【図表１２】医療的管理が必要な方の受け入れ人数 

医療的管理の内容 受入れ可能な施設 受入れ可能な人数 現在受け入れている人数 

胃ろう ６５施設 ４６５人 ３２３人 

経管栄養 １２施設 ８０人 ４９人 

喀痰吸引 ３２施設 ２６４人 ２６４人 

その他 

（インシュリン・バルーン・ 

在宅酸素・人工肛門等） 

１２施設 ６７人 ４３人 

 

  配置職員数（常勤換算） 基準配置職員数（常勤換算） 

介護職員 ２，２６６人 １，６６１人 

看護職員 ４０４人 １９８人 

■ 介護･看護体制等について 

N=78 

N=78 
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３ 看取り介護について 

  看取り介護について、厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、看取り介護加算が可能な体制

を整えている施設は４３施設で約５５％となっている。また、現在は実施していない施設のうち、

約３４％の施設が今後実施を検討している。 

 

【図表１３】看取り介護の実施体制 

 実施している 実施していない 

 

うち、今後実施を検討 

している施設 

４３施設 ３５施設 １２施設 

 

 

【図表１４】看取り介護の実施人数 

平成２７年度 １１５人 

平成２８年度 １６５人 

 

 

 

４ 在宅復帰の取組みについて 

  在宅復帰の取組みを行っている施設は２６施設で、全体の約３３％の施設が在宅復帰の取組み

を行っている。 

 

【図表１５】在宅復帰の取組み 

在宅復帰に取り組んでいる 在宅復帰に取り組んでいない 

２６施設 ５２施設 

 

 

【図表１６】在宅復帰の実施人数 

平成２７年度 ８人 

平成２８年度 ９人 

 

 

 

N=78 

N=43 

N=78 

N=26 
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１ 事業所定員数 

調査基準日（平成 29 年 3 月 31 日）現在（休止中の事業所を含む） 

定員数 
１事業所あたりのユニット数の割合 

１ユニット ２ユニット ３ユニット 

 ２，１９４人 
４２１人 

（１９．２％） 

１，６３８人 

（７４．７％） 

１３５人 

（６．２％） 

                   ※１ユニットの定員は原則９人 

 

２ 入居者数 

調査基準日（平成 29 年 3 月 31 日）現在 

入居者数 
男女比 年齢構成 

男性 女性 ６５歳未満 ６５歳～７４歳 ７５歳以上 

２，０５４人 
３２６人 

（１５．９％） 

１，７２８人 

（８４．１％） 

６人 

（０．３％） 

９５人 

（４．６％） 

１，９５３人 

（９５．１％） 

                   

 

３ 入居申込者総数 

   調査基準日（平成 29 年 3 月 31 日）現在 

入居申込者総数（延べ人数） 

３２３人 

 

 

 

 

１ 年間の新規入居者数 

  年間の新規入居者数は、平成２７度が４９２人、平成２８年度が５６９人であり、入居定員数

に対する割合は、平成２７年度は約２４％、平成２８年度は約２６％となっている。 

 なお、新規開設に伴う定員増の影響を考慮した事業所定員数に対する割合は、平成２７年度が

約２４％、平成２８年度が約２６％となっている。 

 

【図表１】年間の新規入居者数 

   

 

 

 

 

 

 新規入居者数 回答事業所定員数 比率 

平成２７年度 ４９２人 ２，０３２人 ２４．２％ 

平成２８年度 ５６９人 ２，１４９人 ２６．４％ 

■ 調査対象事業所の概況 

■ 入居者･退去者について 

 

 

N= 131(H27)  N=139(H28) 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）に係る調査結果 
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≪参考≫事業所の新規開設に伴う入居を除いた入居者数 

 

 

 

 

 

 

２ 現入居者の入居前の状況 

現入居者の入居前の状況は、各年度とも「自宅」がもっとも多く、続いて「医療機関」となり、

上位２つで全体の約７０％を占める。 

（今回調査より、自宅以外の状況についても調査） 

 

【図表２】平成２７年度の現入居者の入居前の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表３】平成２８年度の現入居者の入居前の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新規入居者数 回答事業所定員数 比率 

平成２７年度 ４８３人 ２，０１４人 ２３．９％ 

平成２８年度 ５５１人 ２，１３１人 ２５．８％ 

N=130 (H27)  N=138 (H28) 

N=131 

N=139 
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３ 年間の退去者数 

  年間の退去者数は、平成２７年度が４８３人、平成２８年度が５２６人であり、入居定員数に

対する割合は、それぞれ約２４％、約２５％となっている。 

 

【図表４】年間の退去者数 

 

 

 

 

 

 

 

４ 退去者の入居期間 

  退去者の入居期間は、各年度とも、全体の約７５％が５年未満となっている。また、平均入居

期間は、平成２７年度が「３年９か月」、平成２８年度が「３年２か月」となっている。 

 

【図表５】過去の退去者の入居期間 

 

 

  

 

【図表６】過去の退去者の平均入居期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 退去者数 回答事業所定員数 比率 

平成２７年度 ４８３人 ２，０５０人 ２３．５％ 

平成２８年度 ５２６人 ２，１０４人 ２５．０％ 

平成２７年度 ３年９か月 

平成２８年度 ３年２か月 

N= 134(H27)  N=137 (H28) 

〔平成 27 年度〕N=134 〔平成 28 度〕N=137 

N= 134(H27)  N=137(H28) 
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５ 退去理由 

  退去理由は、各年度とも「医療機関」が最も多く、続いて「死亡」となっている。 

 

【図表７】平成２７年度の退去者の退去後の行き先                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表８】平成２８年度の退去者の退去後の行き先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N=134 

N=137 
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１ 介護職員の配置状況 

  介護職員の配置状況については、各事業所の常勤職員の勤務時間数に換算したところ、 

約１，１７９人となっている。 

  

【図表９】介護職員の配置数 

 配置職員数（常勤換算） 基準配置職員数（常勤換算） 

介護職員 １，１７９人 ７３２人 

 

２ 看取り介護について 

  看取り介護について、厚生労働大臣が定める基準に適合し、看取り介護加算が可能な体制を整

えている事業所は８８事業所で約６２％となっている。また、現在は実施していない事業所のう

ち、半数以上の事業所が今後実施を検討している。 

 

【図表１０】看取り介護の実施体制 

実施している 

看取り介護の実施人数 

実施していない 

 

平成２７年度 平成２８年度 
うち、今後実施を検討

している事業所 

８８事業所 ３４人 ５２人 ５５事業所 ３０事業所 

 

 

 

 

 

１ 地域交流スペースの設置について 

  事業所内又は同一の敷地内に地域交流スペースを設置している事業所は７３事業所であり、主

に事業所のイベントや地域の学校等との交流に活用している。 

 

【図表１１】地域交流スペースの設置状況 

  

設置している 設置していない 

７３事業所 ７０事業所 

 

 

 

 

 

N=143 

N=143 

■ 地域との連携状況について 

N=143 

■ 介護体制等について 
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【図表１２】地域交流スペースで実施している取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域との連携や地域との交流等の内容について 

   地域連携や交流等の内容としては、「自治会等の活動への参加」、「事業所主催イベントへの地

域住民参加」などとなっている。 

 

【図表１３】地域との連携や地域との交流等の具体的な内容 

 

 

 

 



 

用語解説 

 

１ 特別養護老人ホーム 

 ○ 常に介護が必要で、自宅での介護が困難な人が入所し、日常生活の介助

や機能訓練などを受けられる施設。 

○ 原則、要介護３以上の要介護認定を受けた人が入所の対象となる。 

 ○ 定員数等により広域型と地域密着型に分類され、建物の構造や設備等に

より従来型とユニット型に分けられる。 

（１）定員数等による類型 

 ① 広域型 

   定員３０名以上の特別養護老人ホームであり、住所に関わらず入所で 

きる（市外からの入所も可能）。 

 ② 地域密着型 

   定員２９名以下の特別養護老人ホームであり、市内に住所を有する人 

が入所できる。 

（２）建物の構造や設備等による類型 

① 従来型 

   多床室（２人部屋や４人部屋など）や個室を備えた特別養護老人ホー 

ム。各フロアに食堂や談話スペースなどを配置している。 

 ② ユニット型 

   概ね１０名を１ユニットとする構造になっている特別養護老人ホーム。

各ユニットには、居室（個室）と共同生活室（食堂や談話スペースなどに

相当）を備えており、家庭的な雰囲気の中で生活をすることができる。 

 

 

広域型 地域密着型 

  

従来型 

従来型個室

「 

多床室 

ユニット型 

ユニット型個室 



 

２ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

 ○ 家庭的な環境の中で、認知症の症状のある人が少人数で共同生活を送り

ながら、日常生活の介助や機能訓練を受けられる施設。 

○ 市内に住所を有し、要支援２以上の要介護認定を受けた人が入居の対象と

なる。 

○ １ユニットの定員は５名以上９名以下であり、各ユニットには、共同生活

に必要な居室、居間、食堂などを備えている。 

  

 


